
 

 

 
 
 
 

■改定土砂災害法 

土砂災害防止法は正式には「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」と呼ばれ、

平成12年に公布され、平成13年から施行されています。しかしながら、平成25年に発生した伊豆大島の土石流災害、

平成26年に発生した広島市における土砂災害等の甚大な被害発生を受け、土砂災害に対する警戒避難体制を強化

することを主な目的として平成27年1月に法改正が施行されましたのでご紹介します。 

 

法改正の主な事項は以下です。 

（１） 土砂災害警戒区域、特別警戒区域の指定のもととなる基礎調査結果の公表 

（２） 都道府県知事は土砂災害警戒情報を市町村長へ通知するとともに一般への周知を義務付け 

（３） 地域防災計画への避難場所や避難経路、社会福祉施設や学校、医療施設等への情報伝達方法の明記の義務

付け 

今回の法改正により土砂災害に関するソフト対策はこれまでよりも一層進み、人命に対する被害が減少することが

期待されます。 

 

 

 

 

 

地球をデザインする会社 

技 術 短 信 東光コンサルタンツの NO.118（橋梁）

BR-38

  

国土交通省ホームページから抜粋加筆



 

 

□制震装置を用いた既設橋梁の耐震補強検討について 

～制震装置を用いた既設橋梁の耐震補強の紹介～ 

1．概 要 

完成から 34 年経過した既設跨道橋の橋脚耐震補強対策において、施工時における交差する道路通行車両の安全確保と工

費の低減を目的として実施した業務について、検討内容とその結果をご紹介します。 

 

2.課題及び問題点 

① 補強を施す跨道橋の形状が L 字型で、複数の橋脚が盛 

土のり面中に設けられ、橋脚左右の盛土高さ差が大きい 

ことから（約 9ｍ）、通常の四面締切り土留ができない。 

また、盛土部へのアンカー定着も困難である。 

② 盛土中橋脚での補強工事では、掘削のために山側の既 

設法面ブロックを撤去する必要があり、掘削規模が大規模 

になって近接する国道の通行車両への影響が大きい。 

 

                                      

 

 

 

 

3．課題解決のための技術的提案・検討 

当該箇所での施工上の課題の解消及び工費の低減を図るため、以下の技術的方策について提案・検討しました。 

① 隣接する道路への掘削等の影響を避けるため、補強規模の縮小を図る。→補強対象橋脚を限定させる。 

② 構造的に地震時作用荷重を軽減させる。→制震装置を採用して橋全体としての減衰特性を高めて作用荷重 

を軽減させる。 

 

4.補修工法の決定 

隣接する国道への影響の大きい国道盛土部の P4,P5 橋脚はレベル 2 地震時に 

支承条件が可動となるよう、すべり支承に改良し、制震ダンパー（図-2）を用いて地 

震時水平力を吸収させることとして橋脚自体を無補強としました。 

また、施工的に補強のし易い P3 橋脚は補強対象とするために制震ストッパーを 

用いて水平力を集中させ、地震時の応答を低減して水平力を小さく抑えることができ 

ました。 

 

5.技術的評価と成果 

提案した制震ストッパーを採用することにより、道路盛土部の橋脚２基（P4、P5）は無

補強とすることができ、大規模土留をなくして国道の通行を確保して 3 か月の工期短縮

と 20％（約 3 千万円）の経済性の向上を図ることができました。 

また、補強橋脚 1 基（P3）は、盛土肩部の橋脚を避けることで簡易なライナープレート

土留とすることができ、経済性で優位な RC 巻き立て工法を採用しました。 

橋梁の耐震補強による長寿命化は今後も確実にかつ経済的に進めることが必要と

なります。そのためにも、対象となる橋梁の構造的問題点を的確に把握して対策工を

検討することが必要となりますが、それぞれの施工的制約条件を加味し、経済的な対

策を考慮することも重要な条件となります。 
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図-1 対象橋梁一般図 
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図-3 制振装置の配置 

図-2 制震ダンパー構造及び取付事例


